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(57) Abstract: Provided i s an RFID chip package comprising: an RFID chip which i s provided with a booster circuit and processes
an R F signal in the UHF band; and a power feed circuit (15A) connected with the RFID chip and including at least one inductance
element (LI, L2). The reactive component o f input and output impedances at input and output terminals (21a, 21b) o f the power feed
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明 細 書

発明の名称 ：R F I D チ ップパ ッケージ及び R F I D タグ

技術分野

[0001 ] 本発明は、 R F I D チ ップパ ッケージ、特 に R F I D (Rad i o Frequency I

dent i f i cat i on) システムにおいて、 R F I D チ ップとそのアンテナ との間に

介在 され る R F I D チ ップパ ッケージ及び R F I D タグに関する。

背景技術

[0002] 近年、物 品の情報管理 システム と して、誘導磁界 を発生する リ一ダライタ

と、物 品に付 された R F I D タグとを電磁界 を利用 した非接触方式で通信 し

、所定の情報 を伝達する R F I D システムが実用化 されている。 ここで、 R

F I D タグは、所定の情報 を記憶 し、所定の R F 信号 を処理 する R F I D チ

ップと、 R F 信号の送受信 を行 うアンテナ とで構成 されている。

[0003] ところで、 R F I D システムにおいては、 R F 信号が微弱であるため、例

えば、特許文献 1 ， 2 に記載 されているように、 R F I D チ ップには多段 チ

ャ一ジポ ンプな どの昇圧回路 が備 え られてお り、 R F I D チ ップの入出力ィ

ンピ一ダンスは極 めて高 くな つている。 それゆえ、 アンテナにおいても、 そ

の入出力イ ンピーダンスを R F I D チ ップの入出力イ ンピーダンスに整合 さ

せ る必要があ り、 アンテナの設計が難 しく、特 に小型化や広帯域化が困難 で

あるとい う問題点 を有 していた。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献 1 ：特 開 2 0 0 5 _ 2 0 2 9 4 3 号公報

特許文献2 ：特 開 2 0 0 9 _ 1 3 0 8 9 6 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0005] そ こで、本発明の 目的は、高いイ ンピーダンス特性 を有 する R F I D チ ッ

プを低 いィ ンピ一ダンス特性 のアンテナに好適 に整合 させ ることがで き、 ァ



ンテナ設計の困難性を解消できる、 R F I D チップを含むR F I D チップパ

ッケージ及び R F I D タグを提供することにある。

課題を解決するための手段

[0006] 本発明の第 1 の形態であるR F I D チップパッケージは、

昇圧回路を備え、 U H F 帯の R F信号を処理するR F I D チップと、

前記 R F I D チップに接続され、少なくとも一つのインダクタンス素子を

含む給電回路と、

を備え、

前記給電回路のアンテナ接続用入出力端子における入出力インピーダンス

のリァクタンス成分がほぼ Ο Ω であること、

を備えたことを特徴とする。

[0007] 本発明の第 2 の形態であるR F I D タグは、

接続部を有するアンテナ素子と、該接続部に接続されたR F I D チップパ

ッケージとを有するR F I D タグであって、

前記 R F I D チップパッケージは、昇圧回路を備え、 「帯の ¾ 「信号

を処理するR F I D チップと、該 R F I D チップに接続され、少なくとも一

つのインダクタンス素子を含む給電回路と、を備え、

前記給電回路のアンテナ接続用入出力端子における入出力インピーダンス

のリァクタンス成分がほぼ Ο Ω であること、

を特徴とする。

[0008] 前記 R F I D チップパッケージにおいて、 R F I D チップは昇圧回路を備

えており、入出力インピーダンスの リァクタンス成分が一2 0 Ο Ω程度にな

つている。給電回路はこのR F I D チップに接続され、かつ、アンテナが接

続されるアンテナ端子の入出力インピーダンスのリァクタンス成分がほぼ0

Ω とされている。それゆえ、アンテナをダイポール型やパッチ型など一般的

な形で整合をとることが容易になり、アンテナの設計に大きな自由度が生 じ

て広帯域化が容易になる。また、 R F I D チップを測定する際の測定系のィ

ンピ一ダンスは一般的に 5 0 Ω に設計されているため、 R F I D チップの測



定 も容易 になる。

発明の効果

[0009] 本発 明によれば、高いイ ンピーダンス特性 を有 する R F I D チ ップを低 い

イ ンピーダンス特性 のアンテナに好適 に整合 させ ることがで き、 アンテナ設

計の困難性 を解消で き、 R F I D チ ップパ ッケージが小型化する。

図面の簡単な説明

[001 0] [ 図 1] _ 実施例 である R F I D チ ップパ ッケージを示す斜視 図である。

[ 図2] 第 1 例 である給電回路 を示す等価 回路 図である。

[ 図3] 第 1 例 である給電回路 を構成 する積層体 を各基材層 ごとに分解 して示す

平面図である。

[ 図4] 第 2 例 である給電回路 を示す等価 回路 図である。

[ 図5] 第 2 例 である給電回路 を構成 する積層体 を各基材層 ごとに分解 して示す

平面図である。

[ 図6] 第 3 例 である給電回路 を示す等価 回路 図である。

[ 図7] 第 1 例 である給電回路 のイ ンピーダンス整合特性 を示すス ミスチ ヤ一 卜

図である。

[ 図8] R F I D タグの第 1 実施例 を示 し、 （A ) は分解斜視 図、 （B ) は断面

図である。

[ 図9] R F I D タグの第 2 実施例 を示す分解斜視 図である。

発明を実施するための形態

[001 1] 以下、本発明に係 る R F I D チ ップパ ッケージ及び R F I D タグの実施例

について添付図面 を参照 して説明する。 なお、各図において、共通する部 品

、部分 は同 じ符号 を付 し、重複 する説明は省略する。

[001 2] ( R F I D チ ップパ ッケージ、 図 1 参照）

—実施例 である R F I D チ ップパ ッケージは、 図 1 に示すように、給電回

路 を内蔵 した積層体か らなる給電回路基板 1 0 上 に R F I D チ ップ 5 0 を搭

載 したものである。 なお、 R F I D チ ップ 5 0 は給電回路基板 1 0 に内蔵あ

るいは基板 1 0 に形成 した凹所 （図示せず） に収容 されていてもよい。



[001 3] R F I D チ ップ 5 0 は、例 えば U H F 帯 の R F 信号 を処理 するもので、 ク

ロック回路、 ロジ ック回路、 メモ リ回路 な どを含み、必要な情報 がメモ リさ

れている。 また、 チ ャージポ ンプな どの昇圧回路 をも含み、入出力イ ンピー

ダンスは実部 が 2 0 Ω 、虚部 が — 2 0 Ο Ω 程度 である。 R F I D チ ップ 5 0

は、 その裏面 に一対の入出力用端子電極 及び一対の実装用端子電極 が設 け ら

れている。入出力用端子電極 は給電回路基板 1 0 の上面 に設 けた給電端子電

極 2 0 a ， 2 0 b に、実装用端子電極 は給電回路基板 1 0 の上面 に設 けた実

装用端子電極 2 0 c ， 2 0 d に、 それぞれ、金属バ ンプな どを介 して電気的

に接続 され る。 なお、金属バ ンプの材料 と しては、 A u 、 はんだな どを用い

ることがで きる。

[0014] 給 電回路 は、 少な くとも一つのイ ンダクタンス素子 を含み、好 ま しくはキ

ャパ シ タンス素子 をも含み、積層体か らなる給電回路基板 に内蔵 されている

。 そ して、 アンテナ端子電極 の入出力イ ンピーダンスの リアクタンス成分が

ほぼ 0 Ω とされている。以下 に、給電回路 について第 1 例、第 2 例、第 3 例

≥ 昌丰述 する。

[001 5] (給 電回路 の第 1 例、 図 2 及び図 3 参照）

図 2 に示すように、第 1 例 である給電回路 1 5 A は、 R F I D チ ップ 5 0

に接続 され る二つの給電端子電極 2 0 a ， 2 0 b と、 図示 しないアンテナに

接続 され るアンテナ端子電極 2 1 a , 2 1 b とを備 え、 イ ンダクタンス素子

L , L 2 とキャパ シタンス素子 C 1 ， C 2 とを有 している。 イ ンダクタン

ス素子 L 1 とキャパ シタンス素子 C 1 は端子電極 2 0 a ， 2 1 a 間 に直列 に

接続 されている。 ィ ンダクタ ンス素子 L 2 はィ ンダクタ ンス素子 L とキヤ

パ シタンス素子 C との接続点 と端子電極 2 0 b とキャパ シタンス素子 C 2

との接続点 に接続 されている。 キ ャパ シ タ ンス素子 C 2 は端子電極 2 0 b ，

b 間 に直列 に接続 されている。

[001 6] イ ンダクタ ンス素子 L 1 ， L 2 は互 いに電磁界結合 してお り、 イ ンダクタ

ンス素子 L 1 とキ ャパ シ タ ンス素子 C 1 とは、及び、 イ ンダクタ ンス素子 L

2 とキャパ シタンス素子 C 2 とは、 それぞれ、電磁界 を介 して結合 してお り



、 それ ぞれの素子 によ って共振 回路 を形成 している。 また、 図 3 を参照 して

説 明す るよ うに、 イ ンダクタ ンス素子 L 1 ， L 2 を形成 す るそれ ぞれの コィ

ルパ ター ンも線 間容量 を持 っている。

[001 7] 給 電 回路 1 5 A は、 R F I D チ ップ 5 0 か ら発信 されて端 子電極 2 0 a ，

2 0 b か ら入力 された所定の周波数 を有 す る高周波信号 を端 子電極 2 a ,

2 1 b か らア ンテナ に伝達 し、 かつ、 ア ンテナで受信 した高周波信号 を前記

とは逆方 向 に R F I D チ ップ 5 0 に供給 す る。給 電回路 1 5 A が所定の共振

周波数 を有 し、端 子電極 2 a , b の入 出力 イ ン ピー ダ ンスの リアクタ

ン ス成分 がほぼ Ο Ω とされている。 それ ゆえ、 R F I D チ ップ 5 0 か らの実

部 が 2 0 Ω 、虚部 が — 2 0 0 Ω の入カ イ ン ピ一 ダ ンスがほぼ実部 が 5 0 Ω、

虚部 が Ο Ω の出力 とな るので、 ア ンテナ に対 す るイ ン ピー ダ ンスが整合 され

る ことにな る。 また、 R F I D チ ップ 5 0 を測定す る際の測定系のイ ン ピー

ダ ンスは一般 的 に 5 0 Ω に設計 されているため、 R F I D チ ップ 5 0 の測定

も容易 にな る。

[001 8] 次 に、給 電回路 1 5 Α を内蔵 した積層体 （給 電回路基板 1 0 ) の構 造 につ

いて図 3 を参照 して説 明す る。積層体 は各基材層 3 a ~ 3 k か らな り、

基材層 3 1 a ~ 3 1 j は誘 電体又 は磁性体 か らな るセ ラ ミツクシ一 卜であ り

、基材層 3 1 k は転写用 シ一 卜であ る。 図 3 において、各電極 や各導体 は各

基材層 3 a ~ 3 k 上 に形成 され、基材層 3 a を基材層 3 b の上 に重

ね、 さ らに基材層 3 c , 3 d 上 に重ね る とい う順序 で積層 す る。最下

層 に重ねた基材層 （転写 シ一 卜） 3 1 k は積層後 に剥離 す る ことによ り、端

子電極 2 0 a ~ 2 0 d を積層体 の下面 に露 出させ る。

[001 9] 詳 しくは、基材層 3 a 上 にはア ンテナ に接続 され る端 子電極 2 a , 2

1 b 及び ビアホール導体 2 9 c が形成 され、基材層 3 1 b ， 3 1 c ， 3 d

上 にはそれ ぞれ容量電極 2 2 a ~ 2 2 f 及び ビアホール導体 2 9 d , 2 9 e

， 9 f が形成 されている。基材層 3 e ~ 3 j 上 にはル ー プ状導体 2 3

a ~ 2 3 f , 2 4 a ~ 2 4 d 及び ビアホール導体 2 9 a ， 2 9 b , 2 9 g が

形成 されている。基材層 3 1 k 上 には端 子電極 2 0 a ~ 2 0 d 及び ビアホ一



ル導体 2 9 h が形成 されている。

[0020] 前記各基材層 3 a ~ 3 k を積層することにより、図 2 に示 した等価回

路が形成 される。即ち、容量電極 2 2 a ， 2 2 c , 2 2 e にてキャパシタン

ス素子 C 1 が形成 され、容量電極 2 2 b ， 2 2 d , 2 2 f にてキャパシタン

ス素子 C 2 が形成 される。 また、ループ状導体 2 3 a ~ 2 3 f が ビアホール

導体 2 9 a を介 して形成 されるコイルパターンにてィンダクタンス素子 L

が形成 され、ル一プ状導体 2 4 a ~ 2 4 d が ビアホール導体 2 9 b を介 して

形成 されるコイルパターンにてィンダクタンス素子 L 2 が形成 される。

[0021 ] 以上のごとく、給電回路基板 1 0 に内蔵された給電回路 1 5 A のインピ一

ダンス整合特性 を、図 7 のスミスチヤ一 卜に示す。 R F I D チ ップ 5 0 の入

出力インピーダンスは実部が 2 Ο Ω、虚部が— 2 0 Ο Ω であ り、 アンテナ側

(変換後）のインピーダンスは実部が 5 Ο Ω、虚部が Ο Ω である。

[0022] ところで、インダクタンス素子 L 1 ， L 2 は、それぞれを構成するコイル

パターンがそれぞれの巻回軸が平行になるように積層体内に隣接 して配置さ

れてお り、それぞれのコイルパターンはある瞬間における磁束の向きが同方

向になるように巻回されている （図 3 の矢印参照）。但 し、逆方向になるよ

うに巻回されていてもよい。 また、各 コイルパターンの開口は、通過する磁

束がキャパシタンス素子 C 1 ，C 2 に導かれるように容量電極 2 2 e ， 2 2

f で覆われている。即ち、 イ ンダクタンス素子 L 1 とキ ャパ シ タ ンス素子 C

1 、及び、インダクタンス素子 L 2 とキャパシタンス素子 C 2 とは、それぞ

れ、電磁界を介 して結合 している。 また、 アンテナ端子電極 2 a , 2 1 b

にキャパシタンス素子 C ，C 2 を接続することで E S D に強い R F I D チ

ップパ ッケージを実現できる。

[0023] (給電回路の第 2 例、図 4 及び図 5 参照）

図 4 に示すように、第 2 例である給電回路 1 5 B は、 R F I D チ ップ 5 0

に接続 される二つの給電端子電極 2 0 a ， 2 0 b と、図示 しないアンテナに

接続 されるアンテナ端子電極 2 1 a , 2 1 b とを備え、インダクタンス素子

L 5 , L 6 , L 7 を有 している。 イ ンダクタンス素子 L 5 ， L 6 は端子電極



間に直列に接続されている。インダクタンス素子 L 7 はインダクタンス素子

L 5 , L 6 の接続点と端子電極 2 0 b ， 2 1 b との間に接続されている。ィ

ンダクタンス素子 L 5 ， L 6 , L 7 はそれぞれ互いに電磁界結合 している。

また、図 5 を参照 して説明するように、インダクタンス素子 L 5 ， L 6 , L

7 を形成するそれぞれのコイルパターンも線間容量を持っており、共振回路

を形成 している。

[0024] 給電回路 1 5 B の機能は第 1例である給電回路 1 5 A と基本的には同様で

あり、 R F I D チップ5 0 から発信されて端子電極 2 0 a ， 2 O b から入力

された所定の周波数を有する高周波信号を端子電極 2 a , b からアン

テナに伝達 し、かつ、アンテナで受信 した高周波信号を前記とは逆方向にR

F I D チップ5 0 に供給する。給電回路 1 5 B が所定の共振周波数を有 し、

端子電極 2 a , b の入出力インピーダンスの リアクタンス成分がほぼ

0 Ω とされている。それゆえ、 R F I D チップ5 0 からの実部が 2 0 Ω、虚

部が— 2 0 0 Ω の入力インピーダンスがほぼ実部が 5 0 Ω、虚部が 0 Ω の出

力となるので、アンテナに対するインピーダンが整合されることになる。

[0025] 次に、給電回路 1 5 Β を内蔵 した積層体 （給電回路基板 1 0 ) の構造につ

いて図 5 を参照 して説明する。基材層 4 a ~ 4 o は誘電体又は磁性体か

らなるセラミツクシ一 卜であり、基材層 4 1 p は転写用シ一 卜である。また

、各基材層 4 a ~ 4 p の積層順序も前記第 1例と同様であり、最下層に

重ねた基材層 （転写シ一 卜）4 1 p は積層後に剥離することにより、端子電

極 2 0 a ~ 2 0 d を積層体の下面に露出させる。

[0026] 詳 しくは、基材層 4 1 a 上にはアンテナに接続される端子電極 2 1 a ， 2

1 b 及びビアホール導体 4 3 c ，4 3 g が形成され、基材層 4 1 b 上にはビ

ァホール導体 4 3 c ，4 3 g が形成されている。基材層 4 1 c ~ 4 n 上に

はそれぞれループ状導体 4 2 a ~ 4 2 I 及びビアホール導体 4 3 a , 4 3 b

, 4 3 d , 4 3 g が形成され、基材層 4 1 o 上にはビアホール導体 4 3 e ，

4 3 f が形成されている。基材層 4 1 p 上には端子電極 2 0 a ~ 2 0 d 及び

ビアホール導体 4 3 e ，4 3 f が形成されている。



[0027] 前記各基材層 4 1 a ~ 4 1 p を積層することにより、図4 に示 した等価回

路が形成される。即ち、ループ状導体 4 2 d の一部とループ状導体 4 2 e ~

4 2 I がビアホール導体 4 3 b を介 して形成されるコイルパターンにてィン

ダクタンス素子 L 5 が形成される。ループ状導体 4 2 a ~ 4 c とループ状

導体 4 d の一部がビアホール導体 4 3 a を介 して形成されるコイルパター

ンにてインダクタンス素子 L 6 が形成される。さらに、基材層 4 1 f 上に形

成されたループ状導体 4 2 d の一部がインダクタンス素子 L 7 を形成する。

また、図4 に示す線路 4 5 a はビアホール導体 4 3 d ，4 3 f によって形成

され、線路 4 5 b はビアホール導体 4 3 g と基材層 4 f のビアホール導体

4 3 d によって形成される。

[0028] 以上のごとく給電回路基板 1 0 に内蔵された給電回路 1 5 B のインピ一ダ

ンス整合特性は図 7 のスミスチヤ一 卜と基本的には同様である。

[0029] (給電回路の第 3 例、図 6 参照）

図 6 に示すように、第 3 例である給電回路 1 5 C は、前記第 2 例である給

電回路 1 5 B からインダクタンス素子 L 7 を省略 し、インダクタンス素子 L

5 , L 6 の接続点と端子電極 2 0 b ， 2 1 b を結ぶ線路 4 5 a , 4 5 b とを

線路 4 5 c にて接続 したものである。インダクタンス素子 L 5 ， L 6 は互い

に電磁界結合 しており、それぞれのコイルパターンが線間容量を持って共振

回路を形成 している。この給電回路 1 5 C の作用、機能は前記第 2 例である

給電回路 1 5 B と基本的に同様である。

[0030] ところで、前記インダクタンス素子 L 5 ， L 6 は、ともにR F I D チップ

とアンテナとのインピーダンスを整合させる機能を有 している。特に、イン

ダクタンス素子 L 5 は、 R F I D チップ側に直列に揷入されたインダクタン

スである。このインダクタンスは、主に、インピーダンスチヤ一 卜上の虚数

軸方向にインピーダンスを動かすという機能を有する。一方、インダクタン

ス素子 L 6 は、アンテナ側に直列に揷入されたインダクタンスであり、アン

テナ側の二つの端子 2 1 a , 2 1 b を跨るように配置されている。このイン

ダクタンスは、主に、ア ドミッタンスチヤ一 卜上の虚数軸上にインピーダン



スを動かすという機能を有する。インダクタンス素子 L 5 ， L 6 に前記機能

を持たせることにより、インピーダンスを効率 よ くマ ッチングさせることが

できる。

[0031 ] 特 に、インダクタンス素子 L 5 のインダクタンス値 をインダクタンス素子

L 6 のインダクタンス値 よりも大 きくすることにより、 R F I D チ ップ側の

インピーダンス （入出力インピーダンス）が例えば実部が 2 Ο Ω程度、虚部

が— 2 0 0 Ω程度 となるような場合であっても、 これを比較的簡単な構成で

5 Ο Ω に近づけることができる。

[0032] また、 イ ンダクタンス素子 L 5 ， L 6 は互いに電磁界 （主に磁界）を介 し

て結合 していることが好ま しい。 これにて、必要なインダクタンス値 を小さ

なパターンで得 ることができる。 また、インダクタンス素子 L 5 ， L 6 のコ

ィルパターンを各 コイルパターンに生 じる磁界が同相 （各 コイルパターンに

生 じる磁界の向きが同 じ） となるように巻回、配置することにより、各 コィ

ルの磁界が強め合 うことにな り、各 コイルのサイズが小さ くても大 きなイン

ダクタンス値 を得 ることができ、 R F I D チ ップと給電回路基板 とによって

(アンテナを接続 しな くても）数 c m以下の近距離での通信が可能になる。

[0033] ( R F I D タグの第 1 実施例、図 8 参照）

第 1 実施例である R F I D タグ 6 O A について図 8 を参照 して説明する。

この R F I D タグ 6 O A は、 基材 フ イル ム 6 1 上 にダイポール型 ア ンテ ナ と

して機能する第 1 放射素子 6 5 及び第 2 放射素子 6 6 を薄膜導体又は厚膜導

体 と して設け、 R F I D チ ップ 5 0 を搭載 した給電回路基板 1 5 を第 1 放射

素子 6 5 及び第 2 放射素子 6 6 に接続 したものである。具体的には、第 1 及

び第 2 放射素子 6 5 ， 6 6 の接続部 6 5 a ， 6 6 a に給電回路基板 1 5 の裏

面に設けたアンテナ端子電極 2 a , 2 1 b (第 3 端子 2 1 a 、第 4 端子 2

1 b ) が導電性接合材 6 7 a , 6 7 b を介 して接続 されている。給電回路基

板 1 5 の表面に設けた給電端子電極 2 0 a ， 2 0 b (第 1 端子 2 0 a 、第 2

端子 2 O b ) は、 R F I D チ ップ 5 0 の入出力用端子電極 に導電性接合材 6

8 a , 6 8 b を介 して接続 されている。



[0034] ( R F I D タグの第 2 実施例、図 9 参照）

第 2 実施例であるR F I D タグ6 0 B について図 9 を参照 して説明する。

このR F I D タグ6 0 B は、基材フイルム 6 上にループ型アンテナとして

機能する放射素子 7 0 を薄膜導体又は厚膜導体として設け、 R F I D チップ

5 0 を搭載 した給電回路基板 1 5 を放射素子 7 0 の接続部 7 0 a ， 7 0 b に

接続 したものである。給電回路基板 1 5 とR F I D チップ5 0 及び接続部 7

0 a ， 7 0 b との接続関係は前記第 1実施例であるR F I D タグ6 0 A と同

様である。

[0035] (他の実施例）

なお、本発明に係るR F I D チップパッケージ及び R F I D タグは前記実

施例に限定するものではなく、その要旨の範囲内で種々に変更できることは

勿論である。

産業上の利用可能性

[0036] 以上のように、本発明は、 R F I D チップパッケージ及び R F I D タグに

有用であり、特に、高いインピーダンス特性を有するR F I D チップを低い

ィンピ一ダンス特性のアンテナに好適に結合できる点で優れている。

符号の説明

1 0 給電回路基板

1 5 A , 5 B， 5 C 給電回路

3 a ~ 3 k ，4 1 a ~ 4 1 p 基材層

2 0 a , 2 0 b 給電端子電極

2 a , 2 b アンテナ端子電極

2 3 a ~ 2 3 f ， 2 4 a ~ 2 4 d ループ状導体

4 2 a ~ 4 2 I ループ状導体

5 0 --- R F I D チップ

6 0 A , 6 0 B R F I D タグ

6 5 , 6 6 ， 0 放射素子

し1，し2 ， L 5 , L 6 ， L 7 インダクタンス素子



C ， C 2 キャパシタンス素子



請求の範囲

[ 請求項 1] 昇圧回路 を備 え、 U H F 帯の R F 信号 を処理する R F I D チ ップと

前記 R F I D チ ップに接続 され、少な くとも一つのインダクタンス

素子を含む給電回路 と、

を備 え、

前記給電回路のアンテナ接続用入出力端子における入出力インピー

ダンスの リアクタンス成分がほぼ Ο Ω であること、

を特徴 とする R F I D チ ップパ ッケージ。

[ 請求項2] 前記 R F I D チ ップは第 1 入出力端子 と第 2 入出力端子 とか らなる

平衡型の入出力端子を備 え、

前記給電回路 は、前記第 1 入出力端子に接続 された第 1 端子 と、前

記第 2 入出力端子に接続 された第 2 端子 と、 アンテナ素子の第 1 接続

部 に接続 された第 3 端子 と、前記 アンテナ素子の第 2 接続部 に接続 さ

れた第 4 端子 と、 をそれぞれ有 してお り、

さ らに、前記給電回路 は、前記第 1 端子 と前記第 2 端子 との間に接

続 された第 1 イ ンダクタンス素子 と、前記第 3 端子 と前記第 4 端子 と

の間に接続 された第 2 イ ンダクタンス素子 と、 を有 していること、

を特徴 とする請求項 1 に記載の R F I D チ ップパ ッケージ。

[ 請求項3] 前記第 1 イ ンダクタンス素子のインダクタンス値 は前記第 2 イ ンダ

クタンス素子のインダクタンス値 よ りも大 きいこと、 を特徴 とする請

求項 2 に記載の R F I D チ ップパ ッケージ。

[ 請求項4] 前記第 1 イ ンダクタンス素子及び前記第 2 イ ンダクタンス素子は互

いに電磁界 を介 して結合 していること、 を特徴 とする請求項 2 又 は請

求項 3 に記載の R F I D チ ップパ ッケージ。

[ 請求項 5] 前記給電回路 は前記ィンダクタンス素子を有する給電回路基板 に配

置 されてお り、

前記 R F I D チ ップは前記給電回路基板 に搭載又は内蔵 されている



こと、

を特徴 とする請求項 2 ない し請求項 4 のいずれかに記載の R F I D

チ ップパ ッケージ。

[ 請求項 6 ] 前記給電回路基板 は複数の基材層 を積層 してなる積層体 と して構成

され、

前記ィンダクタンス素子は前記基材層 に設 けたループ状導体 を巻回

してコイルパ ター ンと して構成 したものであること、

を特徴 とする請求項 5 に記載の R F I D チ ップパ ッケージ。

[ 請求項7] 前記第 1 イ ンダクタンス素子は第 1 の コイル パ ター ン、 前記 イ ンダ

クタンス素子は第 2 の コイルパ ター ンにてそれぞれ構成 され、

前記第 1 及び第 2 の コイルパ ター ンはそれぞれの巻回軸がほぼ平行

になるように前記積層体内に隣接 して配置 されていること、

を特徴 とする請求項 6 に記載の R F I D チ ップパ ッケージ。

[ 請求項8] 前記第 1 の コイルパ ター ン及び前記第 2 の コイルパ ター ンは、各 コ

ィルパ ター ンに生 じる磁界が同相 となるように、 それぞれ巻回、配置

されていること、 を特徴 とする請求項 7 に記載の R F I D チ ップパ ッ

ケージ。

[ 請求項 9 ] 前記給電回路 は、 さ らにキャパシタンス素子を有 してお り、

前記キャパシタンス素子は前記基材層 に互いに対向するように設 け

た容量電極 にて構成 されていること、

を特徴 とする請求項 6 ない し請求項 8 のいずれかに記載の R F I D

チ ップパ ッケージ。

[ 請求項 10] 接続部 を有するアンテナ素子 と、該接続部 に接続 された R F I D チ

ップパ ッケージとを有する R F I D タグであ って、

前記 R F I D チ ップパ ッケージは、昇圧回路 を備 え、 「帯の 尺

F 信号 を処理する R F I D チ ップと、該 R F I D チ ップに接続 され、

少な くとも一つのィンダクタンス素子を含む給電回路 と、 を備 え、

前記給電回路のアンテナ接続用入出力端子における入出力インピー



ダンスの リアクタンス成分がほぼ 0 Ω であること、

を特徴 とする R F I D タグ。
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